














５つの重点項目 年間の進捗

 NHKグループが持つ知見・技術を社会に提供

 放送・メディア業界の発展に貢献

優れた教育コンテンツを表彰する国際的なコンクール「日本賞」を、１１月に開催。世界48の

国と地域から267の作品が参加した。今回は、環境問題について行動を起こすきっかけと

なる優れた作品に贈る「SDGs賞」を設けるなど、国や地域を越えて放送・メディア業界の

未来を支える取り組みを推進した。また、アジア太平洋地域の250の放送事業者などが加

盟するABU（アジア太平洋放送連合）の会長に、NHKの正籬副会長が選出された。共同制

作や放送技術の協力などを通じて、加盟する会員どうしの国際協力を活発化していく。

取材で得た情報・データや高精細な8Kの映像技術など、 NHKグループが持つ知見と技術

を、放送の分野のみならず広く社会に提供した。例えば、新型コロナウイルスの都道府県別

の感染者数などのデータをオープン化したところ、アメリカのジョンズ・ホプキンス大学な

どが引用を始めた。また、８Ｋでは東京国立博物館と共同で「８Ｋ文化財プロジェクト」をす

すめ、文化財の記録・活用に取り組んだ。また、 NHKの関連団体であるＮＨＫエンジニアリ

ングシステムと国立がん研究センターなどの試みとして、遠隔地にいる専門医が８Ｋ映像を

見ながら動物の手術にあたる医師を指導する実験を行った。

社会への

貢献

４
 地域の情報発信強化

地域の発展に貢献するために、地域の魅力や情報を全国に発信する番組を積極的に新設し

た。各地の放送局と地域情報発信の中核である大阪局が連携し「ニュース きん５時」「ロコ

だけが知っている」などを制作・放送した。今後も地域重視の方針を継続し、2022年度も、

各地の工房や匠の技を紹介する「探検ファクトリー」や地域発ドキュメンタリー「Ｄｅａｒ にっ

ぽん」を新設することを2月に発表した。

 組織の機能を最大限発揮するための人財改革を推進

縦割の弊害や年功序列を排して職員の能力を最大限に引き出すことを目指し、採用から退

職まであらゆる領域で、人事制度改革を実行した。２０２１年度は、▼地域職員の強化 ▼ダ

イバーシティの促進 ▼実践的研修の拡充 ▼新しいワークスタイルの実現に向けた環境整

備など多彩な施策を実施した。第４四半期は、基幹職への登用等に向けて、新たな方式によ

る選抜を実施した。今後、旧来の慣例にとらわれない適材適所の人財配置を目指す。また、

３月には２０２３年度入局職員の募集を開始。これまでの「全国職員」「地域職員」に加え、公

共メディアのデジタル分野を牽引する「デジタル職員」の採用活動に取り組んでいる。

人事制度

改革
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スリムで強靱な
「新しいＮＨＫ」を目指す構造改革

保有するメディアの整理・削減

 効率的・効果的に、海外向けコンテンツを発信

インターネット活用業務

 効率的な業務体制の確立

 営業経費の削減と、視聴者の理解促進を図るコミュニケーション改革

「受信料の価値を最大化」するためのマネジメント施策

NHKプラスについては、地域放送番組の見逃し番組配信を拡大する一方で、 2022年度以降に
実施が予定されているテレビ受信機での利用や登録手続きの改善に向けて、NHKインターネット
活用業務実施基準を変更した。同基準の変更には、社会実証のための内容も含まれており、テレビ
を日常的に利用していない人等に対し、放送番組と理解増進情報を幅広く一体的に組み合わせて
提供し、インターネット活用業務が果たしうる社会的役割を多角的に検証する。

衛星波については、２０２３年度中の１波削減に向け、再編案検討のための調査を行った。また、音
声波の再編に向けた取り組みとして、ラジオ第２放送の一部の番組を２０２２年度からFM放送でも
同時放送することを決めた。

 視聴者のみなさまの利便性を損なわない放送波の整理・削減

国際放送の世界放送網について、従来の地域衛星やＣＡＴＶを使った配信を見直し、コスト圧縮が
見込める海外事業者経由のインターネット配信（OTT配信）を導入した。これにより太平洋島しょ地
域、アフリカ、北欧などへ配信する地域衛星などを整理削減することで、およそ２億円の削減を達
成する一方、8月以降もベトナム、タイ、インドネシア、カンボジアの合計６社でOTT配信を開始した。
2022年度も放送配信網の最適化を促進、全体での配信コストの削減を図る。具体的にはOTT配
信の東南アジアでのさらなる拡大や北米、欧州での新規参入を目指す。

 NHKのコンテンツにいつでもどこでも触れられるようインターネットを活用

管理間接部門の業務を効率化し、コンテンツ部門にシフトして取材・制作力を高めるため、大阪局や

東北ブロックの３放送局で組織改正を実施した。また、他の地域放送局24局や、本部のコンテンツ

制作部門、視聴者対応部門についても、2022年４月に組織改正を実施し、機能的な組織に再編す

ることを決めた。既存業務を抜本的に見直すとともに、フラット化を進めて権限と責任を降ろし、現

場が自律的に判断を行う、スリムで強靱な組織を目指す。

訪問によらない営業活動への移行を進め、営業経費の削減を図った。７月から首都圏で、受信契約
の申し出や住所変更のお届けをお願いする「特別あて所配達郵便」の試行を開始し、これまでに32
都道府県へと対象地域を拡大した。法人委託については、９月末でエリア型法人の委託を終了する
など、業務モデルの転換を進めた。また、NHKの放送・サービスや受信料制度への理解促進を図る
ため、ＳＮＳやポータルサイトへのデジタル広告の掲載を始めたほか、日本郵便のWebサービス「e
転居」との連携、番組やスポット、データ放送を活用する試行を開始した。受信契約者の利便性の向
上などを目的に、2022年４月から電話番号やメールアドレスを契約時にお届けいただき割引制
度のご案内などに活用できるよう、２月に放送受信規約の変更を行った。「巡回訪問営業」から「訪
問によらない営業」への転換をさらに進め、2022年度予算では、営業経費率（受信料収入に対す
る営業経費の割合）を2021年度の10.4％から9.3％へと削減する計画を立てた。
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スリムで強靱な
「新しいＮＨＫ」を目指す構造改革

 グループ全体での「新しいNHKらしさの追求」に向けた体制構築とガバナンスの強化

関連団体についても機能・役割を見直し、NHKグループ全体でスリムで強靱な体制の構築を目指

し、規模縮小につながるような取り組みを実施している。 今年度は、NHKグループの２４団体のう

ち、５つの財団法人について、統合基本合意書を締結した。子会社については、関連団体の社長や

役員に職員を出向させガバナンスの強化を図った。また、キャリアチャレンジ制度ではＮＨＫ・関連

団体の様々なプロジェクトメンバーを公募で募り、グループ全体で多様な業務経験を積む機会を確

保しているほか、次世代トップマネジメント人財育成プログラムなどマネジメント力強化にも取り組

んだ。今後は、中間持株会社の導入を視野に新たな経営資源の管理手法確立に向けた準備をグ

ループ全体で進め、受信料の長期的な減収傾向に備えてコスト構造の改革に優先して取り組む。
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接触者率（％）

Ｇ Ｅ ＢＳ１ ＢＳＰ
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期

70.0 67.6 70.8 42.1 39.8 44.3 19.6 20.9 22.0 24.7 24.0 24.7 

リアルタイムまたは録画視聴（放送から７日間以内）の接触者率（１分以上）。出所）ビデオリサーチ（全国）

Ｇ Ｅ ＢＳ１ ＢＳＰ
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期
前年
同期

前期 今期

6:00-24:00 3.4
(6.7)

3.0
(5.8)

3.6
(6.6)

0.5
(1.0)

0.5
(0.9)

0.5
(1.0)

0.2
(0.4)

0.3
(0.6)

0.3
(0.5)

0.5
(1.1)

0.5
(1.0)

0.5
(1.0)

6:00-10:00 4.1
(8.3)

3.9
(7.5)

4.2
(8.0)

0.9
(1.5)

0.9
(1.4)

0.8
(1.3)

0.2
(0.3)

0.2
(0.4)

0.2
(0.4)

0.7
(1.3)

0.6
(1.2)

0.7
(1.2)

19:00-22:00 6.4
(11.9)

5.8
(10.5)

6.5
(11.5)

0.4
(0.8)

0.4
(0.8)

0.5
(0.9)

0.2
(0.5)

0.4
(0.9)

0.4
(0.7)

0.7
(1.4)

0.7
(1.4)

0.7
(1.3)

19:00-23:00 5.5
(10.2)

5.0
(9.1)

5.6
(10.0)

0.4
(0.8)

0.4
(0.8)

0.5
(1.0)

0.3
(0.5)

0.4
(0.8)

0.4
(0.7)

0.7
(1.3)

0.7
(1.3)

0.7
(1.3)

接触者率
13.8%

（13.1%）
訪問ＵＢ数

3171.2万
（2811.7万）

ＮＨＫオンラインの「訪問ＵＢ（ユニークブラウザ）数」は、各ドメイン（nhk.or.jp、nhk.jp、ＮＨＫプラス）のサイト・アプリへの訪問ＵＢ数の累計（毎
週の四半期平均）。下段（ ）は、前期の結果。ＮＨＫオンラインは、ＮＨＫワールド JAPANオンラインを含む。

出所）接触者率：2022年3月 トータルリーチ調査（web調査 20-70代 全国）、訪問ＵＢ数：Adobe Analytics

「視聴（聴取）ＵＢ数」は、各動画・音声コンテンツを視聴（聴取）したUB数（毎週の四半期平均）。下段（ ）は、前期の結果。
ＮＨＫオンデマンドは外部提供事業者を除く3月末会員数。出所）接触者率：2022年3月 トータルリーチ調査（web調査 20-70代 全国）、
視聴UB数：Conviva Content Insights、聴取UB数・訪問UB数：Adobe Analytics

ＮＨＫプラス

視聴ＵＢ数

108.7万
（73.4万）

らじる★らじる

聴取ＵＢ数 接触者率

103.2万
（96.5万）

9.1%
（8.7%）

ＮＨＫ
WORLD -

JAPAN ONLINE

訪問ＵＢ数

107.1万
（86.2万）

ＮＨＫ
オンデマンド

登録会員数 接触者率

約309.9万人 6.6%
（6.0%）

個人視聴率（％）

リアルタイムまたは録画視聴（放送から７日間以内）の視聴率。出所）ビデオリサーチ（全国）
個人視聴率は、世帯内の4歳以上を対象に、何人がテレビを視聴したかを示す割合。参考のため下段（ ）内に従来掲載していた世帯視聴率を併
記した。世帯視聴率はテレビ所有世帯の内、何世帯がテレビを視聴したかを示す。

インターネット全体（ＮＨＫオンラインの量）

（参考）その他のサービス

波別 量的指標の評価
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